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西　宏樹＊
Abstract
This paper summarizes the actual condition survey of commercial and trading companies in Aira 
city for two years and aims to clarify the current situation and problems of management of pri-
vate shops.  The survey conducted interviews with business operators and analyzed using M-
GTA method. As a result of the analysis, 15 categories related to research purpose were created, 
and the relevance of each category could also be clarified.
1．はじめに
鹿児島国際大学附置地域総合研究所では，2016年4月から2018年3月までの2年間，姶良市役所からの商
工業者景況調査事業を受託し，個人商店をはじめとする姶良市商工業の活性に繋がりうる知見を見出すこ
とを目的に取り組んできた。筆者は，同研究所の委託研究員として，この事業を担い，現地視察や商工業
者（以下，事業者）を対象とした現地調査などを行ってきた。
研究フィールドである姶良市は，鹿児島県内に位置する人口約77000人の市である1。鹿児島市のベッド
タウンとして発展している。市内は，姶良地区，加治木地区，蒲生地区の3つに区分され，中核地区であ
る姶良地区には，地元の集客装置としての役割が期待されている「イオン姶良店」がある。同店は，郊外
型の大規模小売店として2015年3月に開業し，2017年4月に新館（4DX 映画館や郵便局，行政サービス窓
口など）を併設して全館開業を果たしている。これにより，同店は，市内外の多くの人々から利用されて
いる。
一方，その周辺で，昔から営んできた個人商店は，既存顧客の流出や新規顧客の喪失など様々な面で苦
境に立たされている可能性がある（西，2018）。それは，隣接している加治木地区や蒲生地区にも同じよ
うなことが言える。加治木地区にはかもだ想い通り商店街があり，蒲生地区には蒲生八幡神社境内にある
日本一の大楠（樹齢約1500年）があるが，両地区ともかつての賑わいは見受けられない。
それでは，どうすればかつての賑わいを取り戻すことができるだろうか。大規模小売店と連携するとい
う道もあれば，独自路線を開拓あるいは強化するという道もあるだろう。いずれにせよ，まずは，各事業
者が個人商店経営の現状に関してどのように認識し，今後の事業課題をどのように解決しようとしている
のかを探索・確認することが必要であると考える。
本稿は，過去2年間分の事業者インタビュー調査の結果をまとめ，姶良市における個人商店経営の現状
　 　
キーワード：姶良市，個人商店経営，事業者，M-GTA
　 　
＊本研究所所員・本学経済学部専任講師
　 　
1  http://www.city.aira.lg.jp/madoguchi/gyousei/gaiyo/shinojinko.html
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と課題を明確化することを目的としているものである。
2．先行研究
個人商店に関わる研究は，既に幾つかなされている。真田・金（2004）は，関西圏に存在する営業形態
の異なる店舗（百貨店，スーパーマーケット，個人商店）間における接客敬語行動の差異を見出している。
真田らに依れば，百貨店の接客では，丁寧体や形式的な敬語の出現率が高いのに対して，個人商店の接客
では，終助詞や方言敬語形の「はる」が用いられており，カジュアルな接客が行われているという。他方，
スーパーマーケットでの接客は，レジの場を中心に行われており，定型的な表現が多く，感情的な関わり
の度合いが強い終助詞の出現率は比較的低いという。
山口（2005）は，東京都内の商店街（ハッピーロード大山商店街，日出優良商店会・共盛会の商店）と
シニア顧客の意識ギャップの研究を行い，意識ギャップの有無やそれが存在する理由，シニア顧客の食の
消費に関するニーズを検討した。食の消費に関するニーズとしては，ワンストップ・ショッピング，寛げ
る和食店，高品質，野菜や果物の少量・ばら売りなどがあると指摘する。
佐々木（2006）は，旭川市内の平和通り買い物公園商店街の来街者が求める買い物の利便性に関してア
ンケート調査を実施した。この調査により，来街者は，憩える喫茶店やコミュニティ施設・街路樹，新鮮
な生鮮食品店，昔のような商店街の賑わいなどを望んでいるという点を確認している。加えて，来街者の
来街頻度は週2～3回が最も多いという点や来街目的は買い物が最も多いという点も確認している。
松隈（2006）は，大分市内の中心部商店街（竹町通商店街，中央町商店街，府内五番街商店街，サンサ
ン通り・ポルトソール商店街）と大規模小売店（トキハ大分店，トキハわさだタウン，パークプレイス）
を取り上げ，消費者満足度の比較分析を行った。この分析により，消費者による商店街の評価は，大規模
小売店に比べて低いということが示されている。分析結果を通じて，松隈は，商店街の競争優位性は低い
と指摘する。
鈴木・藤井（2007）は，利用店舗への愛着と地域への愛着の関連性およびその規定因に関する研究を行っ
た。その結果，地域に対する愛着は，当該地域内の個々の店舗に対する愛着によって影響している可能性
があるという点を確認している。そして，店員と会話をする商業施設には，強い愛着を持つ傾向があると
いう点も確認している。大規模小売店での店員との会話の頻度は，商店街などの店舗での店員との会話の
頻度よりも低いという。
柿沼・十代田・津々見（2008）は，東京都内の巣鴨地蔵通り商店街を対象とし，高齢来街者の滞留行動
特性に関する研究を行った。柿沼らに依れば，高齢者を含むグループは，高齢者を含まないグループに比
べ，長時間商店街に滞在しているが，歩行距離の全長は短く，1回の滞留時間が長くなる傾向があるとい
う。すなわち，高齢者は滞留の回数を増やすのではなく，1回の滞留時間を長くすることで長時間の回遊
を可能にしていると指摘する。
牛澤・内藤・斉藤・松尾・木村・佐藤・林・上原・吉田（2008）は，東京都内の自由が丘と代官山にお
ける来街者の属性および行動特性を分析している。この分析では，両エリアとも，性別は女性が多いとい
う結果になっている。年代別の構成は，自由が丘にはばらつきがあるのに対して，代官山は若い世代に偏
りがある。そして，買い物が大きな来街目的の一つになっていることや食事が買い物を誘引するという共
通性を見出している。
坪井・北野（2010）は，地域密着型の近隣商店街であり沿道商店街の一形態である「横丁商店街」の特
性を明らかにしている。坪井らに依れば，横丁商店街は，固有の立地特性，空間構造，業種構成，営業形
態を有しているという。しかし，その一方で，固有の形態を存続している横丁商店街は限られており，後
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継者の不足や建物など物的環境の劣化，社会空間としての劣化現象，街並みの不揃い，周辺環境の変化に
影響されやすいなど固有の脆弱性も有しているという。
津久井（2012）は，北海道内の音更町中央通商店街の周辺住民に対して，アンケート調査を実施した。
この調査により，消費者としての住民は，商店街に対して大規模小売店と同様の買い物環境を望んでいる
ことを明らかにしている。そして，生活者としての住民は，地域コミュニティ内に食の提供と子供から高
齢者までが居心地良くいられる場所，老後の生活も含めた安心できる医療・福祉サービス，また，そうし
た場で働きたいという希望があることを明らかにしている。
松村・三宅（2012）は，来街者行動の視点から，阪急茨城市駅西側の商店街（阪急本通商店街，中央銀
座商店街，本町商店街，茨城心斎橋商店街）における店舗間行動を定量的に評価することを目的とし，追
跡調査を実施した。この研究では，スーパーマーケットなどの比較的大きな小売店には強い集客力がある
こと，衣料品小売店や食料品小売店には来街者の店舗間行動を促す役割を持つ存在であることが示されて
いる。
齋藤（2013）は，商店街の地域性を活かした活性化対策に向けて，SNS の有効性を検討した。齋藤に
依れば，SNS は，常に各時代の経済的な影響を受けながら変化する地域性との親和性が高く，商店街を
サポートし促進するツールになるという。すなわち，SNS の持つ情報の拡散性やデータベース機能，ネッ
トワークやコミュニティの生成は，変化する地域性に対応するための商店街の機能補完として有効である
と指摘する。
峰尾（2015）は，商店街と大規模小売店に対する消費者意識の調査を関東地方在住の女性を対象に実施
した。調査データおよび分析を通じて，①商店街の業種・業態が不足している，②消費者の商店街に対す
る認識・関心が低い，③商店街で利用率が高いのは多店舗チェーン展開されているような店舗であり従来
の個人経営の店舗は厳しい状況にある，④小売ミックスの殆どの要素において大規模小売店よりも総合的
評価が低い，⑤商店街の魅力の一つである店員とのコミュニケーションの取りやすさが十分に活用されて
おらず消費者の評価に繋がっていないと指摘する。
吉元・芳鐘・鈴木（2016）は，さいたま市内の大宮駅東口方面の商店街や岩槻駅周辺の商店街，イオン
モール浦和美園の利用者を対象とし，利用行動に関する研究を行った。商店街と大規模小売店の間には，
利用者の属性，立ち寄り場所，同伴者，コミュニケーションの相手と内容などに大きな差異があるという。
とりわけ，来訪時の集団形成に大きな差異があるという。加えて，吉元らは，分析結果の背後にある要因
までは解明できなかったことから，定性的アプローチによる検討が重要であると述べている。
大久保（2017）は，消費者アンケート調査を通じて，鹿児島市内の慈眼寺通り商店街（谷山慈眼寺通り
会）に対するイメージ分析を行った。それに依れば，消費者が商店街に対して持っているイメージは悪く
ない。とりわけ，安心・安全，親しみやすさ，便利さ，清潔感に対しては良いイメージを持っていること
が示されている。しかし，価格面においては，消費者に十分評価されていないという結果が示されている。
西（2018）は，定性的アプローチによって，個人商店利用者の心理に関する研究を行った。その結果，
利用者は個人商店で取り扱われている商品の品質の高さや店員のフレンドリーな接客を評価している一方
で，地元産の新商品や中・長期的な個別対応などを求めているという点を確認している。なかでも，若年
層の消費者は，古民家カフェのようなお洒落な店舗づくりや商店利用の契機となる情報を望んでいるとい
う。
以上のように，既に幾つかの先行研究は存在するが，その殆どは定量的アプローチによるものであり，
とりわけ消費者を調査対象としたものが多い。ゆえに，定性的アプローチに重点が置かれている研究や個
人商店の事業者を対象とした研究はあまり見受けられない。
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3．研究方法
3-1．調査の方法
本調査は，2016年12月および2017年9月に姶良市役所内の会議室で実施した。調査協力者は，姶良地区
の事業者8名，加治木地区の事業者6名，蒲生地区の事業者4名の計18名（A ～ R 氏）である。調査方法は，
半構造化グループ・インタビューを採用した。
写真1　第1回事業者インタビュー調査
写真提供：姶良市役所
写真2　第2回事業者インタビュー調査
写真提供：姶良市役所
実査にあたり，あらかじめ基本的質問項目を設定した。それは，①事業紹介，②自店経営の現状，③自
店経営の課題，④課題への取り組みに関して尋ねる項目である。実査時は，この基本的質問項目を基軸に
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して行い，調査協力者には自由に語ってもらった。調査協力者の発言は，事前に了承を得た上で，IC レ
コーダーと筆記によって記録した。本調査の所要時間は，それぞれ約1時間であった（写真1・写真2）。
3-2．分析の方法
本研究は，定性的アプローチによるものであるため，解釈主義的な観点に立脚している。代表的な分析
アプローチとしては，Glaser & Strause（1967）の GTA（grounded theory approach）が挙げられる。
GTA とは，端的に言えば，現象に関わる事柄をデータに密着した形から読み取り，理論的飽和の状態に
なるまで解釈的にカテゴリー化を行い，最終的にはグラウンデッド・セオリー（grounded theory）の生
成および現場への還元を試みるものである。
Glaser らが1967年に出版した The Discovery of Grounded Theory: Strategies for Qualitative Research
は，社会学研究の領域においてベストセラーであり，世界的に抜群の知名度を誇っている（木下，2014）。
GTA は，社会学研究以外の領域にも普及しており，近年はマーケティング研究の領域においても採用さ
れることは珍しくない。
GTA から生成されるグラウンデッド・セオリーは，我が国では，データ対話型理論やデータ密着型理
論，領域密着理論とも呼ばれている。その理論とは，「データに密着した分析から生成される独自の理論
（木下，2014，47頁）」であり，とりわけ特定領域においては説明力のある優れた理論である。
周知の通り，オリジナル版で示された GTA の基本特性は，①理論生成への志向性，② grounded-on-
data の原則，③経験的実証性（データ化と感覚的理解），④応用が検証の立場の4点であり，これらの基
本特性を継承しながら修正版の M-GTA（modified-grounded theory approach）を提唱した人物が我が国
の木下（1999）である。なかでも，木下の M-GTA では，grounded-on-data の原則が強く継承されている。
このgrounded-on-dataの原則は，分析ワークシートを用いることで一貫して維持することができる（表1）。
表1　分析ワークシートのフォーマット
概念名 …………………
定　義 …………………
ヴァリエーション
（具体例）
・…………………………………………
　　…………………………………………
・…………………………………………
　　…………………………………………
（追加記入）
理論的メモ ・…………………
・…………………
出所：木下（2003，2007）を基に筆者作成，一部修正。
オリジナル版 GTA と M-GTA の大きな違いは，前者が骨を砕くかのようにデータを細かく分解（デー
タの切片化）するのに対し，後者はデータの文脈（context）に重きを置くという点である。ゆえに，
M-GTA は，他の分析アプローチよりも現実世界に密着して分析することを可能にする（西，2016）。そ
こで，本分析は，M-GTA の考え方を一部取り入れて進めることにした。
具体的には，半構造化グループ・インタビューで得られた内容を文書化し，ドイツ製 MAXQDA を用
いて分析を進めた。分析にあたっては，当該分野の知識と経験が豊富な研究者からスーパーバイズを受け
ることで，データの解釈が恣意的にならないように配慮した。カテゴリーの収束化においては，説明デー
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タの抽出作業および対極データの確認作業を行いながら進めた。その後，生成されたカテゴリー間の関連
性を grounded-on-data の原則に従って分析し，最後に概念図を作成した。
4．結果と考察
分析の結果，研究目的に関わるカテゴリーが15個（C1～ C15）生成され，理論的飽和化に達した（表2）2。
各カテゴリー間の関連性は，図1の通りである。実線は個人商店経営の現状に関する線，点線は個人商店
経営の課題やその課題への取り組みに関する線である。以下，カテゴリーは【　】，調査協力者の発言は
“　”と表記する。
表2　生成されたカテゴリー
C1 経営難 C9 大規模小売店の開業
C2 買い手の不足 C10 商いの魅力
C3 買い手の高齢化 C11 定年退職者
C4 売り手の不足 C12 子育て世代
C5 売り手の高齢化 C13 地元愛
C6 事業者論理のマーケティング C14 拘りの強い商品
C7 異常気象 C15 リアル空間のクチコミ
C8 自然災害
出所：筆者作成
まず，多くの事業者は，【買い手の不足】を実感しており，新規顧客の獲得を目指している。しかし，
それが上手く達成できておらず，現在，既存顧客のみが高齢化している（【買い手の高齢化】）。加治木地
区 F 氏からは，“常連客が高齢化しています。顧客の7割程度が高齢者になりました”という回答を得た。
各事業の売上は低下傾向にある。売上の低下には，2015年3月のイオン姶良店の開業（【大規模小売店の開
業】）が強く影響している。姶良地区 A 氏は，“（イオン姶良店の開業後）売上が60% ダウンしました”と
述べている。これは，非常に深刻な問題であり，個人商店は【経営難】に陥っていると言える。
そこで，事業者側は，その解消法として【拘りの強い商品】を販売しようと考えている。事業者 P 氏は，
“拘りを持って製造・販売することです。その拘りを分かって下さるお客様がいると思います。一番大切
なのが，その拘りをどう伝えていくかではないかと思います”と述べている。また，事業者 Q 氏は，“農
家さんと直接お話しをすることもあるんですけど，「うちは拘りのものを扱っている」とクチコミなどで
お客様に分かって頂けるようにしなければならないですね”と述べている。
とりわけ，地元出身者は，姶良市に対する【地元愛】が強い。姶良市出身の事業者 I 氏は，“姶良にあ
るデメリットは，私はないと思っています。逆にメリットだらけだと思っています。先輩方が築き上げて
きたこの姶良の歴史を私が繋いでいきたいです”と述べている。また，事業者 O 氏は，“先祖が加治木で
眠っているので加治木でやっています。…中略…空が綺麗だということです。言われてからよく上を向く
ようになりました。本当に綺麗で，そういった点も魅力の一つでしょう。あと，私は歴史がすごく好きな
んですが，歴史が詰まった街だと思っています。私達が知らないだけで，様々な歴史が詰まっており，歴
史と現代が融合している街だと思っています”と述べている。地域の歴史や伝統を守りたいという想いや
自身（事業者）の好みを誰かに伝えたいという想いは，換言すれば「拘り」である。その拘りを，事業者
は，今後のモノやサービスに強く反映させようと考えている。
2  M-GTA は，分析による完成状態を「理論的飽和化」と表現する。そこで，本研究も M-GTA の考え方に沿って，その表現を用
いることにする。
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加えて，事業者は，今後においても，変わらず【リアル空間のクチコミ】が拡散することを最も期待し
ている。事業者 R 氏は，“宣伝や SNS も必要だと思いますが，私は直接のクチコミが一番だと思ってい
ます。…中略…SNS では味が分からないので。直接のクチコミは実際食べた人からの情報なので。それ
が一番の宣伝になるのではないかと思います”と述べている。リアル空間（直接）のクチコミであれ，ネッ
ト空間（間接）のクチコミであれ，商品の味や香りなどは本人（利用者）でなければ得られない。現代は，
パソコンやスマホの普及率・利用率が高いという点，ネット空間には商圏の縛りがないという点を事業者
側は強く認識する必要があるだろう。何よりも，今後の商店経営においては，既存顧客とのリレーション
シップを維持しつつ，新規顧客の獲得方法をマーケティング・リサーチ（marketing research）を通じて
十分に検討することが第一の事業課題であると考える。
個人商店が【経営難】に陥る要因としては，他にも【異常気象】や【自然災害】が挙げられた。事業者
Q 氏は，“月ごとに売上の差はありますが，それは天候の変化などが影響しているのではないかと思って
います”と述べている。また，事業者 M 氏は“売上は下がっています。7～8％は下がりました。落ちた
理由ですが，どうも熊本震災が関係しているようです。一昨年の4月にあったと思うんですが，それ以降
状況がおかしくなっています。九州の同業者にも聞いてみると同じ傾向があるということで…中略…熊本
震災があり，自然と自粛ムードになっていったような気がします。贅沢はしたら良くないという中で，昔
の言葉でいうと余所行きの服を着なくなったということです”と述べている。これらの要因は，外的要因
として位置付けられる。
【経営難】の状況では，人材獲得や人材育成に費用を十分に掛けることが困難であり，多くの事業者は
【売り手の不足】を実感している。ゆえに，現在，各商店は既存スタッフのみが高齢化している（【売り手
の高齢化】）。姶良地区 A 氏は“夜も営業しようとアルバイトの求人を出しました。時給1000円で募集し
ているにもかかわらず，人が集まりません”と述べている。また，同地区 B 氏は，“従業員の高齢化が進
んでいる現状です。殆どが高齢の社員です。それは問題でもあります”と述べている。さらに，一部の事
業者からは，“後継者がいないことが問題です。私には娘がいますが，後を継いでくれるかは分かりませ
ん（加治木地区 E 氏）”，“後継者がいないというのも問題です。だから，今も私が事業を継続しています
（蒲生地区 G 氏）”という回答も得た。
これらの現状の改善に向けて，事業者側は，【商いの魅力】を探したり発信することが大事であると考
えている。事業者 I 氏は，“ここで働きたいという魅力づくりを行っていかなければならないと思います。
そうすれば，おのずと人は集まるのではないかと思っています”と述べている。事業者 R 氏も，“4月に
なると高校生と大学生が卒業してしまうので一気に人手がいなくなってしまうという問題が発生します。
皆さんが言うように，魅力ある職場にしていかなければならないのは確かです”という。そして，事業者
K 氏は，“（魅力は）自分達がしっかり教えていかないとそこは分からないと思います”と述べている。
今後のターゲット人材としては，【定年退職者】や【子育て世代】が候補として挙げられた。事業者 N
氏は，“退職をして東京の方から地元に帰って来られた方は，大きな企業に勤めていらっしゃったので企
業のノウハウを持っていらっしゃる。そして，その技術や知識もありながら，職業観もしっかりしていらっ
しゃるので，今後退職した方たちの雇用というのをどんどん拡大できたら良いなと考えています。…中略
…私自身も子育てをしながら会社をしているんですけど，知り合いのお母様方もいろんな仕事を経験した
がっているので，そういう方達をいかに上手く活かすかというのも大切なのかなと思います”と述べてい
る。また，事業者 Q 氏は，“60歳以上で，お金にそんなに不自由していなくて暇だなという方々をターゲッ
トにして，お声掛けをしていけば良いんじゃないかなと思っています”と述べている。事業者は，このよ
うな層に対して，自店における商いの魅力を伝えようと考えているのである。新規顧客の獲得方法と同様
に，新規スタッフや後継者の獲得方法を十分に検討することも事業課題の一つであると言えるだろう。
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図1　個人商店経営に関する概念図
出所：筆者作成
今回の調査・分析によって得られた生データや生成されたカテゴリーは，いずれも売り手の一方的な考
えによるものである。残念ながら，求職者や消費者のニーズを十分に踏まえているものではなく，また，
そのような人々を起点としたマーケティングの考え方でもなかった。したがって，本事例における個人商
店は，事業者自らが価値を創造・提供するという【事業者論理のマーケティング】を前提にしている。事
業者 I 氏の“どうしたら欲しくなるかとか，どうしたら気になってもらえるかとか，仕掛けづくりをすれ
ばいけるのではないかと思います”や事業者 K 氏の“価値のある食べ物だということを県外の人にも私
達は伝えていきたいと思います”，事業者 M 氏の“やはり自分の好きなものを好きな人に伝えたいという
のが皆さんあると思います”は，そうした考え方であることを示唆している。
求職者や消費者を起点にして再考し，彼・彼女らのニーズや生活状況に応じたマーケティングを展開し
なければ，今後も生産物市場・労働市場の両面で何度もエラーは生じ得る。すなわち，各事業者には，価
値を提案・共創するという考え方への転換が求められる。マーケティング研究における北米のサービス・
ドミナント・ロジック（service dominant logic）や北欧のサービス・ロジック（service logic）は，その
転換を図る上で，大きな手掛かりとなるだろう3。
3  サービス・ドミナント・ロジックやサービス・ロジックに関しては，井上・村松（2010）や村松（2015）の中で詳しく解説さ
れている。
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5．おわりに
本研究の目的は，2年間の姶良市商工業者景況調査事業における事業者インタビュー調査の結果をまと
め，同市における個人商店経営の現状と課題を明確化することであった。M-GTA の考え方を一部取り入
れて分析した結果，研究目的に関わるカテゴリーが15個生成され，各カテゴリーの関連性も読み取ること
ができた。
本知見を通じて，事業者側に最も提言しなければならない点は，求職者や消費者のニーズを探索・理解
する姿勢を強く持つ必要があるという点である。今後は，利己的・一方的な事業活動ではなく，利他的・
相互作用的な事業活動が個人商店経営には求められる。少なくとも，近年流行している Line や Insta-
gram などの SNS（social networking service）を活用するという試みは，直ぐにでも始められるだろう。
とは言え，本知見はあくまでも事業者18名の生データに限られたものである。ゆえに，今後の課題とし
ては，より多くの生データを収集し，再度分析を行わなければならない。また，本知見に補論を加えると
いう作業も試みたいところである。他方で，本知見を基に，定量的アプローチによる検証も行う必要があ
ると考える。
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